
 

１１．． 交交付付税税及及びび譲譲与与税税配配付付金金特特別別会会計計  
  

（（１１））概概要要  

 交付税及び譲与税配付金特別会計は、昭和 29 年に国税の一定割合を一定の基準に基づき地方

公共団体に交付する地方交付税及び地方譲与税制度が創設されたことに伴い、一般会計と整理区

分するために設置された特別会計です。 

 また、昭和 58 年度より、それまで一般会計にて行われていた交通安全対策特別交付金に関す

る経理も、本特別会計において行われています。 

 さらに、平成 25 年 6 月 5 日に示された「特別会計改革に関するとりまとめ」（行政改革推進

会議）を踏まえ、平成 26 年 4 月 1 日に施行された特会改革法により、平成 26 年度予算から

交通安全対策特別交付金勘定を廃止し、反則金収入は一般会計で受け入れ、一般会計から交付税

及び譲与税配付金特別会計に繰り入れることとし、交通安全対策特別交付金に関する経理を同会

計において行っているところです。 

交交付付税税及及びび譲譲与与税税配配付付金金特特別別会会計計のの勘勘定定廃廃止止  

 

 

交交付付税税及及びび譲譲与与税税配配付付金金特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  
  

  交交付付税税及及びび譲譲与与税税配配付付金金特特別別会会計計ににおおいいてて、、租租税税収収入入やや一一般般会会計計かかららのの繰繰入入れれななどどをを財財源源ととししてて地地

方方公公共共団団体体へへのの地地方方交交付付税税、、地地方方特特例例交交付付金金、、交交通通安安全全対対策策特特別別交交付付金金及及びび地地方方譲譲与与税税のの配配付付やや交交付付をを

経経理理ししてていいまますす。。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

交付税及び譲与税 

配付金特別会計 

一般会計より受入 
地方交付税交付金 

地方特例交付金 

交通反則者納金 

租税 
地方法人税、地方揮発

油税、石油ガス税、特

別法人事業税、自動車

重量税、航空機燃料税、

特別とん税 

借入金など 

 

都道府県、市町村 

などへ交付・譲与 

借入金返済など 
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本特別会計は、特定の事業の収支を経理する特別会計とは異なり、地方交付税、地方特例交付

金、交通安全対策特別交付金及び地方譲与税の配付や交付に関する経理を明確にするために設け

られている特別会計です。 

交付税及び譲与税配付金特別会計が経理している内容は以下のとおりです。 

①①   地方交付税交付金 

「地方交付税法」（昭 25 法 211）等に基づき、地方団体間の財源の均衡化を図り、地方

行政の計画的な運営を保障するため、国税収入（所得税、法人税、酒税、消費税）の一定割合

及び地方法人税の全額等を原資として、地方団体へ交付するものです。なお、消費税に係る

交付税法定率分の総額は、引上げ分の地方消費税とあわせて、地方単独事業を含む地方の社

会保障給付費の総額と比較し、社会保障財源となっていることを毎年度確認することとされ

ています。 
また、東日本大震災の復旧・復興事業に係る被災団体の財政負担を考慮するとともに、被

災団体以外の地方団体の負担に影響を及ぼすことがないよう、通常収支とは別枠で「震災復

興特別交付税」を確保し、事業実施状況に合わせて地方団体に交付するものです。 

②②   地方特例交付金 

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除による減収額、消費税率引上げに伴う需要

変動の平準化のための自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割の臨時的軽減による減

収額を補塡するため、地方公共団体に交付するものです。 

③③   交通安全対策特別交付金  

交通安全対策特別交付金は、昭和 43 年に「道路交通法」（昭 35 法 105）の改正により

創設された交通反則通告制度に基づき納付される反則金収入を原資として、交通事故の発生

を防止することを目的とし、地方公共団体が単独で行なう道路交通安全施設整備の経費に充

てるための財源として交付するものです。 

具体的には、「交通安全対策特別交付金等に関する政令」（昭 58 政 104）で定める、信号

機、道路標識、横断歩道橋等の道路交通安全施設の設置及び管理に関する経費に充てられま

す。 

④④    地方譲与税譲与金 

地方揮発油税、石油ガス税、特別法人事業税、自動車重量税、航空機燃料税及び特別とん税

の収入の全部又は一部を地方公共団体に譲与するものです。 

（注）森林環境譲与税譲与金を支弁するため、「地方税法等の一部を改正する法律」(令 2 法 5)附則第 32 条によ

る改正に基づき、令和 6 年度までは、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用することとさ

れています。 

 

（参考資料）（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html） 

 

  

（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
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（（３３））特特別別会会計計のの現現状状  
 

①①   歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  

 

 

（注）歳入歳出差額が、1,949 億円あります。これは、いわば期ズレとしての地方譲与税譲与金の未譲与（各譲与税法

等に基づき、当該年度の最後の譲与後における出納整理期間に係る租税収入は翌年度に譲与）・交通安全対策特別交付

金の未交付（道路交通法の規定に基づき、令和 2 年 2・3 月に収納された交通反則者納金は令和 2 年 9 月に交付）分

などがあるためです。 

○歳入総額、歳出総額、 （参考）歳出純計額                    （単位：億円） 

歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  ((参参考考))歳歳出出純純計計額額  

517,821（▲33） 515,872（＋4,468） 197,975（＋5,067）

○交付税及び譲与税配付金特別会計の歳入・歳出の内容              （単位：億円） 

(歳入)   

内内容容  額額  説説明明  

他会計より受入 162,635（▲2,030）  

  

  

  

一般会計より受入 158,636（▲1,782） 地方交付税交付金（156,085）、地方特例交付金

（2,007）及び交通安全対策特別交付金（544）財

源の受入見込額 

財政投融資特別 

会計より受入 

600（▲400） 令和 2 年度の森林環境譲与税の譲与額財源（400）

並びに令和元年度の森林環境譲与税の譲与に充てた

借入金の償還額及び利子の支払に要する費用

（200）の受入見込額 

東日本大震災復興

特別会計より受入 

3,398（＋152） 地方交付税（東日本大震災に係る復旧・復興事業等

の実施のための震災復興特別交付税）交付金財源の

受入見込額 

他会計より受入
162,635（▲2,030）

〔うち一般会計より受入〕
158,636（▲1,782）

〔うち財投特会より受入〕
600（▲400）

〔うち復興特会より受入〕
3,398（+152）

租税
40,048（+6,241）

借入金
307,123（▲4,250）

前年度剰余金受入等
8,015（+5）

517,821
（▲33）

地方交付税交付金
169,306（+8,462）

〔うち復興経費〕

3,423（+174）

地方特例交付金
2,007(▲2,333）

地方譲与税譲与金
26,086（▲1,037）

国債整理基金
特別会計へ繰入
317,897(▲599）

予備費等
33（▲0）

交通安全対策
特別交付金
543（▲25）

515,872
（+4,468）

【 歳入 】 【 歳出 】 （単位：億円） 
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租税 40,048（＋6,241） 地方交付税交付金（地方法人税）及び地方譲与税譲

与金財源の受入見込額 

借入金 307,123（▲4,250） 地方交付税交付金を支弁するために必要な額の借入

見込額 

雑収入 0 （▲0） 預託金利子収入及び小切手支払未済金収入等見込額 

前年度剰余金受入 8,015（＋5） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 517,821（▲33）  

(歳出)  

内内容容  額額  説説明明  

地方交付税交付金 169,306（＋8,462） 地方交付税法に基づき、地方団体に交付 

地方特例交付金 2,007（▲2,333） 「地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する

法律」（平 11 法 17）に基づき、地方公共団体に交

付 

交通安全対策特別交

付金 

543（▲25） 道路交通法に基づき、地方公共団体に交付 

地方譲与税譲与金 26,086（▲1,037） 各譲与税法等に基づき、地方公共団体に譲与 

事務取扱費 3（＋0） 地方交付税交付金の算定事務及び地方譲与税譲与金

の譲与事務に必要な事務費 

諸支出金 4（▲0） 過誤納に係る返還金等の払戻し及び通告書送付費用

に相当する額の都道府県への支払い 

国債整理基金特別会

計へ繰入 

317,897（▲599） 前年度における借入金の償還、利子及び一時借入金

の利子の支払財源に充てるための繰入れ 

予備費 26（－） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 515,872（＋4,468）  

令令和和元元年年度度決決算算  

（単位：億円、単位未満切捨） 

収収納納済済歳歳入入額額  支支出出済済歳歳出出額額  剰剰余余金金  
翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  
積積立立金金積積立立  
資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ  
繰繰入入  

519,846 514,883 4,963 4,963 － － 

令和元年度決算における剰余金は、4,963 億円です。 

 

（剰余金の生じた理由） 

地方譲与税譲与金の未譲与（各譲与税法等に基づき、当該年度の最後の譲与後における出納整

理期間に係る租税収入は翌年度に譲与）2,047 億円に加え、特会借入金の利子予算の不用額

790 億円などです。 

 

②②   剰剰余余金金  
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交付税及び譲与税配付金特別会計についての問い合わせ先 

（旧交付税及び譲与税配付金勘定） 

総務省大臣官房会計課予算第二係  電話番号 03-5253-5128 

（旧交通安全対策特別交付金勘定） 

警察庁交通局交通企画課企画調査係 電話番号 03-3581-0141 

（剰余金の処理の方法）  

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により、全額を令和 2 年度の歳入として受け入れ、地方交付

税法や各譲与税法等により令和 2 年度の地方交付税交付金や各譲与税譲与金に加算して交付・

譲与することとしています。 

 

③③   資資産産及及びび負負債債（（平平成成 3300 年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））  

交交付付税税及及びび譲譲与与税税配配付付金金特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表（単位：億円、単位未満切捨）  

 

主な資産は、「地方交付税法等の一部を改正する法律」（平 31 法 5）第 1 条の規定による改正前

の地方交付税法附則第 4 条の 2 第 2 項の規定に基づき、後年度の地方交付税交付金の総額に加算

することとされている一般会計からの未繰入額です。 

主な負債は、地方交付税交付金を支弁する財源に充てるための財政融資資金及び民間金融機関か

らの借入金です。この借入金には、主に地方団体の通常収支の財源不足に充てるために行われた借

入れと、平成 11 年度の恒久的な減税措置により影響を受ける地方交付税の減収分に充てるために

行われた借入れがあり、その残高は、平成 30 年度末で 31 兆 6,172 億円となっています。（新規

借入は平成 18 年度まで実施） 

資産・負債差額は、主にこの負債に計上されている借入金によって発生したものです。  

 

≪29年度≫ ≪30年度≫ ＜ 資 産 の 部 ＞ ＜ 負 債 の 部 ＞ ≪30年度≫ ≪29年度≫

未払費用 0 0

0 0 有形固定資産

23,045 21,174 資産合計

負債合計 338,473 344,313
負債及び資産・負債差額合計 21,174 23,045

借入金

22,410

7,373 8,869

▲321,268 ▲317,299

現金・預金

資産・債務差額

　その他の債務等
　一般会計からの繰入
　　に係る未精算額

12,30515,672

321,902

　その他の債権等
　　一般会計からの
　　未繰入額

316,172

22,300
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